
持続可能な社会保障制度に向けて国の動きを理解する

ム、^◎日本再興戦略(成長、'略)⑳捻保,'者機強化、データヘルス計画、糖社厶造の変化首相"⑳捻,'化、データヘルス計画、
{◎全世代型社会保(i'改革の方'(2020.松){邸◎世代型社冨保(i'改革の方'(2020..2)__、◎齢者の増、現役世代の急減目邸現役世代の負担軽減(後期2割負担)、少子化対策を前に進める

02 団塊世代が全て後期高齢者へ◎経済財ミ'諮問会,(予・要求の基本方針)
高齢者人口がヒーク
現役世代の急、減
高齢者、単身世帯の増加

◎社会保障費の増加
2040年医療費約17倍66兆7千億円

介護費約2.4倍25兆8千億円
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2000 2018

全世代対応社

民主導の活体

日本康会
務 渡辺俊介2015~

甑屬・重,器箒保騎

医保険料率(用者保樹

3,6
兆円

データ分析、
の

{ン

11.1
兆円

要
支援

要
介護

8.5% 10.0%

なまち・場づくり
2020(8つの)

3.1
倍

合計

づくり1こ取りむ
5つの実行宣言2025

2021.10

宣言1健康でいられる境整備
【市町村】

宣言2保険者協議会を通じて、
加入者、医者と一緒
に健づくり1こ取り組む

宣言3保険者と共に健康経営に
取り組む 【企業】

宣貫4盤庫互《リ^
の佃 ナ'

のかかり方【保険者】

宣言5デジタル技術を活用した
新Lい予防・健づくり
【保険者、医療機閏等】

8.5%

1.2

倍

介・

2,911
円

9.1%

1号

1.1

倍

財源

5,869
円

J

2,075

2.0
佶

5,659

円

r者医

国

32%(5.2兆円)

円

2.フ

倍

5.723

円

2
地方の責任を果たす

全国知会
「 立国宜」

都府
8%(13兆円)

市町村
8%(1.3兆円)

50%

5

2.8

倍

健康局

【人件費】
350万円

病症化予防

第4

介保険

『康立国』現に
向けて (2019)

糖尿病症化予防のため
保健師等人材確保の支援強化

国

25%(2.5兆円)

2018.フ

6

都府
12.5%a .5兆円)

市町村
12.5%(1.4兆円)

5000

3

技'・的事項WG
(2022.4~主:"'村)

済・財政再生計画改工程(2021.12)

糖の生活晋慣の予防・重症化予防や症予防に重的に取り組む
者数減少、尿病有病者の増加の抑制、メタホ'りツクシンドロームの減少ウトカ新規

「日生活自立度Ⅱ以上の認知症 の少

旧

7

症化予防
(保・後期)WG

一七2015 11~

糖尿病性腎症症化
予防プログラム
2016 改正2019

厚労省・日本医師会・

糖尿病対策推進会議

特定

期者支金
被用者の事業主負担ν2

2017~全画総報酬割

4の展

1号被保者
(65 以上)

23%(2.5兆円)

^

的な診・保指導

等本指針等改正20178大臣告示)
保険者別の施牢公用ルールを和

公費

8

メタボ・高血圧・脂質・糖尿

.脳血管・虚血性心疾・腎

2号被保険者介保険料(介納付金)
被用者の事業主負担ν2
2020~全面総報酬割
医療保険者が医療保険料と一体的に徴収

2 保者
(40~64 )

27%(2.9兆円)

対検、会報告書
2018 座 樹)

病症化プログラムの活用
をめ疾患、策1一取J組、

4旧 3の展開

・医療推進本

保険者のデータヘルス強化
企と保険者のコレボヘルス

健スコアリング
レポート送付 2018~
日本儷康会議

厚労大臣・経産大臣連名

9

保険局

保者インセンティブの抜本強化、アウトカム指標の拡大、

^保険者にお

【用費】
50万円

摂取基準2020年
(2018座長伊藤貞)
生活習病発症・症化予防
口者フレイル、低栄予防

ータヘルス計画
高確並、国保法、健保法等に
基づく「保健事業実施指針」
大臣告示)に基づく計画

総額400円
市町村 380円
府 20億円

市町村毎の点数公表2021~

地包括ケア見える化システム
を活用した地分析

健保組合・共済組合
後期高齢支授金の
加算・減算上限10%
2021~2023

d淋定健診・保健指
実施率

保健指導対隷者の減少

②糖尿病等症化予防

要医療者受診勧奨

10

2018~2023(6年間)

詩"欝配

32%(52兆円)

交付金8%(1.3兆円)
、

、金

2020 中間評価

民のPHR推進に
関する検
2019~座 三

履歴を人の
本人が把るみ
2020年~診
2021年~履歴

マイナーポーで
可 202 ~

康課把握、業の企画・調

会けんぽ
支部保険料に反映
期支摂金保険料率
に0.01%をり込む

(60) d塒定健診実施率(70)
@H呆健指導実施率(70)
嘔保健指対隷者の・少偲0)

④要治療者の医療機閏
受診率 (5の

齢者の保 と
介予防の一体的な施に
関する有者会議報告喜
2018(座長:遠藤久蜘
保険局・老局合同

④後発医藁品の使用促進(18){忌後発医薬品使用割合
服 (50)

づくりの働きかけ(18)

、

14

⑥個人への提供、
健診データの保険

⑦がん検診,受診率
歯科偉診、予防接1

⑧業主との連、
被扶養者へ働きかけ

ポピュレーションアプローチは

P t 口いて

2022.529全体版

健康寿命の延伸
(生涯現役)
社会保障費の安疋

高者の保健のあり方WG
2016~座長・津下一代)

齢者の特性を踏まえた
健業ガイドライン
第2版補足版 20224
(2018策定、 2019改正)

市町村ごとの点数を公表即20~

保【市町村・都道府県】
者努力支援度

2022年度 1000億円
分3円

d井寺定健診受診率
2特定保健指導施率

3メタボ該当・予群減少率

④発症 防

"ユレーションアプロー
弓重複・多剤投与

年実綴見直(16)

224年保険料反映

1取組の一層推進
市町村国保との連 実施率等の点數増
保険者問の再委託可能 り、リ強ヒ

対保険者

-5保険者1一縮,1

生活習

(4)

5

34

※赤字は

前年から改正

ゞ鯆外

と

特別調交付金
交付基準('令2020)
広域連合が市町村に委託
基準額の23補助,13は保険料

2021・2022年度要件和

024年までに全市町村で始

える化の促進

後期 広連合

特別交付金
に反映100億円槙
2023年度

(70 ①健診実施、結果を(フ)
qo)活用した取組

÷評価加点(5)(50

(12の②糖尿病性症 (10)

重症化予防

(5の 3施正受診、適正服薬(5)
・評価加点(5)

13の@徒発医藁『0の使用促進(フ)

⑤主体的な健康づくり(8)

÷評価加点(5)

⑰専門職の配置 (10)

市町村後方支援

(4の 6歯科健診.結活用(刀

30)取り組み÷評価加点(5)

⑦テータヘル旭画実施(2)

君一体的実施、 Ⅱ5}

包括ケアの推進

⑨高"者の,紲を踏
案まえた

ハイリスクアフロー {15}

ボピュレーション

発症予防・

喧喉発医藁品の使用割合等

⑦個人インセンテ0'提供

⑨がん検診受診李
歯科健診受診率

【⑩庁、ータヘルス計画の実葹

⑪1地域包括ケア

一的

市町村分合計

市町村指(健診・保健指
110

導、糖尿病霊症化等)

府の取組(医療費分
析、霊症化、,環器

,年整 (6の年齢整
ウ

透入患者数(20 規邊入

都道府分合計 合計

自治体の予防・づくりを後押し

ヘルスアウフの充)250円 特別調
300円

保レーションアプロー含めた総合的な

合計

医政局

地域包括ケアシステムの

■

恒梱人への

17

^

8

(20の

症化予防(健

地域医療想の推市町村の包括的支制構
介護医院への着実な移行複雑化・合化した二ーズに対応
かかりつけ医、訪問看護の強Ⅱ医療・介:データ整の推進
データヘルス改革の推進

提供

1企整の業に従事する専(保健師想定、原 専任)
rR芯石1ワ支でデフ1等を活用した地域の偉康課題の把握.対録者の抽出
事業の企画・調整等、医関係団体との連絡調整
※交付金を活用せずに門職を配度した場合も可広連合との整よる

2地域で別支援等を行う医療専 職(保健理栄士、科衛生士)
4①高齢者に対 1 ハ, アプローチ)
ア低栄防止 ア~ウヒの取組

1つ以上イ重複・頻回受診、重複投薬者等の相談・指導
ウ健診・医療・介三に繋がっていない健康状態不明高齢者の把握、支援_

ナ(ポピュレーションアプローチ)4 いの ゛、

アイいずれか
1つ又は両方
情に応じウ

と

のー

、のー

老健局

築・地域共生社会の実現

1 1

地域医想
(医療介総合確保法)

【2025年の医要】
急性期・回復期・性期

必要病床數定

病床機能報告制度

づくり)

の

ア通いの等でフレレの普及啓発、健康教育、儷康相訣

ウ健康に関する相談、多くの高齢者の健康づくり1こ寄与する取り組み

,'

1'ι

化予防・介予防

9

め
※ハイリスクァプローチとポピュレーションアプローチの2つを施

(2゜18施行){夏1医療.介護総合確保法
一在宅医療と介護の連携

医療計画
(医療法)
2018~2023.6年問

介護保険 画
2021~2023,3年問
自立生活支援、惡化防止

建診月報の継続

5 5

0糖尿病

0脳杢虫
01 血

0がん

0 神疾患

0

2014-
要支援者の訪問介
通所介を総合業へ移行

対隷

すパて

療保険度の適正かつ効率
高確法、国保法、介護保健法に

(8)

者數

関する法律(2
全 2020

8

包括的支援業

一般

民生倖a過いの
地域りハヒ,フ一内ノ'支擾訪

介護予防・生活支援サービス

1号事粟通所.訪問.配食等
基本チェックリスト骸当者

6

114

交付金を
業に活用

0

医療正化画
(高確法)

2018~2023.6年間

予防給付(訪問護、福祉用具)

【人件費】
1人580万円
10 域ごとに
1人

1度的項

介護給付(介'保険サービス)
※特入所は要介i3以上

鰹謬製誇鵬

技術的項

病床機能の分化・迫携

日常生活冊域
毎

介護インセンティブ抜本強化
自率支援、症化予防
介'予防の取組進める

◎保険者強化推進交付金
2018~

◎保険者努力支援交付金
2020~
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